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①調査目的
「第９期介護保険事業計画」策定にあたり、特別養護老人ホームをはじめとする

施設への入所希望を把握することにより、施設サービス必要量設定の資料とするた
め。

②調査対象施設
市内に所在する、以下の施設等。

③調査期間
令和５年（2023年）１月２３日から２月１０日まで

④調査方法
調査時点を令和５年（2023年）１月３１日現在とし、対象施設より報告を求め、

重複申込者、死亡者等を除外した。

１１ 介護保険施設等入所申請待機者
調査報告書

（１） 調査概要
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①待機者数

②居所別入所申込施設

（２） 調査結果

342

(単位：人)
待機者
（A-B-C-D)

387

市外の申込者数
C

67

重複申込者数
D

518

申込者延べ人数 

A

1,314

申込後死亡者数
B
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①介護者の有無 及び 居場所別

（３） 介護老人福祉施設（特養）待機者の状況

現在の居場所 介護者の有無 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 総計 要介護3～5

介護者なし 2 1 1 4 2
同居の介護者あり 4 4 5 7 14 34 26
同居の65歳以上の介護者あり 2 2 16 12 5 37 33
別居の介護者あり 1 1 2 6 2 12 10
不明 1 1 1 1 4 2
集計 2 8 8 25 26 22 91 73
介護者なし 1 1 2 2
同居の介護者あり 1 2 8 1 12 11
同居の65歳以上の介護者あり 1 1 5 2 9 8
別居の介護者あり 3 8 4 15 15
不明 1 1 1
集計 0 2 0 7 22 8 39 37
介護者なし 1 1 1 3 3
同居の介護者あり 1 1 2 2
同居の65歳以上の介護者あり 1 4 1 6 6
別居の介護者あり 1 2 3 3
集計 0 0 0 3 8 3 14 14
介護者なし 1 1 2 2
同居の介護者あり 1 3 4 5 3 16 12
同居の65歳以上の介護者あり 1 2 6 6 7 22 19
別居の介護者あり 1 2 2 3 2 10 7
不明 1 1 1
集計 0 3 7 13 15 13 51 41
介護者なし 0 0
同居の介護者あり 0 0
同居の65歳以上の介護者あり 1 1 2 2
別居の介護者あり 0 0
集計 0 0 0 0 1 1 2 2
介護者なし 0 0
同居の介護者あり 3 3 6 3
同居の65歳以上の介護者あり 2 2 1 5 5
別居の介護者あり 1 1 1 3 3
不明 1 2 3 2
集計 0 1 3 8 3 2 17 13
介護者なし 1 1 3 5 4
同居の介護者あり 1 2 2 5 5
同居の65歳以上の介護者あり 3 2 4 1 10 7
不明 2 2 2
別居の介護者あり 2 2 7 2 13 11
集計 0 0 6 5 16 8 35 29
介護者なし 0 0
同居の介護者あり 1 1 2 1
同居の65歳以上の介護者あり 1 1 1
別居の介護者あり 2 2 2
集計 0 1 0 3 1 0 5 4
介護者なし 0 0
同居の介護者あり 3 3 3
同居の65歳以上の介護者あり 1 2 3 6 5
別居の介護者あり 1 1 1 3 2
集計 1 1 0 4 3 3 12 10

3 16 24 68 95 60 266 223

（単位：人）
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国の基本指針【介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な
指針】における第９期計画へ記載を充実させるべき事項（抜粋）

１介護サービス基盤の計画的な整備
○中⾧期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービ
ス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介
護サービス基盤を計画的に確保していく必要性

○医療・介護を効率的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化
○サービス提供事業者を含め、地域の関係者とサービス基盤の整備の在り方を議論す
ることの重要性

○居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービ
スの整備を推進することの重要性

○居宅要介護者の在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機
能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及

○居宅要介護者を支えるための、訪問リハビリテーション等や介護老人保健施設によ
る在宅療養支援の充実

２地域包括ケアシステム※の深化・推進に向けた取組
○総合事業の充実化について、第９期計画に集中的に取り組む重要性
○地域リハビリテーション支援体制の構築の推進
○認知症高齢者の家族やヤングケアラーを含む家族介護者支援の取組
○地域包括支援センター※の業務負担軽減と質の確保、体制整備等
○重層的支援体制整備事業などによる障害者福祉や児童福祉など他分野との連携促進
○認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進
○高齢者虐待防止の一層の推進
○介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進
○地域共生社会※の実現という観点からの住まいと生活の一体的支援の重要性
○介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基盤を整備
○地域包括ケアシステムの構築状況を点検し、結果を第９期計画に反映。国の支援と
して点検ツールを提供

○保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見直しを踏まえ
た取組の充実

○給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化、介護給付費の不合理な地
域差の改善と給付適正化の一体的な推進

３地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上の推進
○ケアマネジメント※の質の向上及び人材確保
○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組の推進
○外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環境の整備
○介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策に総合的に取り組む重要性
○介護の経営の協働化・大規模化により、サービスの品質を担保しつつ、人材や資源
を有効に活用

〇文書負担軽減に向けた具体的な取組（標準様式例の使用の基本原則化、「電子申請
・届出システム」利用の原則化）

○財務状況等の見える化
○介護認定審査会の簡素化や認定事務の効率化に向けた取組の推進

１２ 今期計画の基本指針

第１０次防府市高齢者保健福祉計画
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平成１３年３月１日制定

（目的）
第１条 介護保険事業計画及び老人保健福祉計画の推進並びに計画の見直しについ
て、広く市民の意見を反映させるため、防府市高齢者保健福祉推進会議（以下
「推進会議」という。）を設置する。

（協議事項）
第２条 推進会議は、次に掲げる事項を協議する。
(1) 介護保険事業計画及び老人保健福祉計画の推進並びに計画の見直しに関す
ること。

(2) 高齢者保健福祉施策の総合的な推進に係る提言に関すること。
（組織）

第３条 推進会議は、委員２０人以内で組織する。
２ 委員は、公募の手続きにより決定した者並びに学識経験者、保健・医療・福祉
団体等関係者、サービス利用関係者及び行政関係者のうちから市⾧が文書により
依頼する。
（会⾧）

第４条 推進会議に会⾧を置き、委員の互選によりこれを選出する。
２ 会⾧に事故があるときは、あらかじめ会⾧が指名する委員がその職務を代理す
る。
（運営）

第５条 推進会議は、会⾧が招集する。
２ 推進会議の議⾧は、会⾧をもって充てる。
３ 会⾧は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席又は資料等の提出を
求めることができる。
（任期）

第６条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残存
期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。
（庶務）

第７条 推進会議の庶務は、健康福祉部高齢福祉課において処理する。
（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会⾧
が定める。

附 則
この要綱は、平成１３年３月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

１３ 要綱集
（１） 防府市高齢者保健福祉推進会議設置要綱
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◎ ： 会長　　　○ ： 職務代理 

区　　　分 団　　体　　名 役 氏　　　名

学識経験者 防府看護専門学校 　　山　本　一　成
や ま も と か ず な り

ＹＩＣ看護福祉専門学校 　　野
の

　﨑
ざき

　美
み

　紀
き

山口県山口健康福祉センター
防府保健所 　　原

はら

　田
だ

　昌
まさ

　範
のり

防府医師会 　　岡
おか

　澤
ざわ

　　　正
ただし

防府歯科医師会 　　竹
たけ

 田
だ

 津
つ

 和
かず

  稔
とし

防府薬剤師会 　　越
お

　智
ち

　志
し

　穂
ほ

山口県看護協会防府支部 　　秋
あき

　山
やま　 ま　ち　え

　満千栄

防府市社会福祉協議会　 ○ 　　伊
い

　豆
ず

　利
とし

　裕
ひろ

防府市民生委員・児童委員協議会 　　中
なか

　谷
たに

　俊
とし

　美
み

防府市障害福祉団体連合会     中
なか

　村
むら

　信
のぶ

　也
や

防府ボランティア連絡会 　　津
つ

 田
だ

　百
ゆ

 合
り

 子
こ

老人福祉施設事業者
（老人保健施設　尚歯堂） 　　山

やま

　田
だ

　幸
こう

　一
いち

在宅福祉サービス提供事業者
（ﾍｽﾃｨｱ伊佐江小規模多機能型居宅介護） 　　友

とも

　森
もり

　健
けん

　二
じ

防府介護支援専門員協会 ◎ 　　谷
たに

　山
やま

　　　龍
りゅう

防府市自治会連合会 　　椎
しい

　木
ぎ

　幸
ゆき

　成
なり

防府市老人クラブ連合会 　　山
やま

　根
ね

　克
かつ

　明
あき

防府市認知症を支える家族の会
（あじさいの会） 　　古　川　晃　子

ふ る か わ あ き こ

防府市女性団体連絡協議会 　　山
やま

　田
だ

　まゆみ

公募委員 　　田
た

　村
むら

　瑞
みず

　恵
え

防府市高齢者保健福祉推進会議 委員名簿

任期 ： 令和３年６月１日 ～ 令和６年３月３１日

保健･医療・
福祉団体等
関係者

サービス利用
関係者

R5．6．1現在
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平成１３年２月１日制定

（目的）
第１条 総合的な高齢者保健福祉対策を推進するため、防府市高齢者保健福祉推進
本部（以下「推進本部」という。）を設置する。
（所掌事務）

第２条 推進本部は、次に掲げる事項を所掌する。
(1) 高齢者保健福祉対策の総合的な企画及び立案に関すること。
(2) 高齢者保健福祉に係る施策の総合的な推進に関すること。
（組織）

第３条 推進本部は、本部⾧、副本部⾧、委員をもって組織する。
２ 本部⾧は、副市⾧をもって充てる。
３ 副本部⾧は、総務部⾧をもって充てる。
４ 委員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。
（本部⾧及び副本部⾧）

第４条 本部⾧は、推進本部を総括する。
２ 副本部⾧は、本部⾧を補佐し、本部⾧に事故があるときは、その職務を代理す
る。
（会議）

第５条 推進本部の会議は、本部⾧が招集する。
２ 前項の会議の議⾧は、本部⾧をもって充てる。
（部会）

第６条 専門的事項を調査研究するため、推進本部に部会を置くことができる。
２ 部会⾧は健康福祉部次⾧をもって充てる。
３ 部会の運営について必要な事項は別に定める。
（関係者の出席）

第７条 推進本部及び部会の⾧は、必要に応じ関係者の出席を求め、説明又は意見
を聴くことができる。
（庶務）

第８条 推進本部の庶務は、健康福祉部高齢福祉課において処理する。
（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部
⾧が定める。

附 則
この要綱は、平成１３年２月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

（２） 防府市高齢者保健福祉推進本部設置要綱

資料編
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別表１

副市⾧ 本部⾧

総務部⾧ 副本部⾧

総合政策部⾧

委員

生活環境部⾧

産業振興部⾧

土木都市建設部⾧

教育部⾧

消防⾧

健康福祉部⾧

健康福祉部次⾧ （部会⾧）

第１０次防府市高齢者保健福祉計画
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平成１７年１０月１３日制定

（目的）
第１条 防府市地域密着型サービス運営委員会（以下「運営委員会」という。)を
設置し、運営委員会の意見を踏まえて、地域密着サービス事業者（以下「事業
者」という。）の指定、指導、監督について適切、公正かつ中立な運営を確保す
ることを目的とする。
（協議事項）

第２条 運営委員会は、次に掲げる事項を協議する。ただし、公募の手続きにより
決定した委員は、第３号に規定する事項を除いた事項を協議するものとする。
(1) 地域密着型サービスの指定基準の設定に関すること。
(2) 地域密着型サービスの介護報酬の設定に関すること。
(3) 地域密着型サービスの指定に関すること。
(4) 地域密着型サービスの質の確保、運営評価に関すること。
(5) その他、市⾧が適正な運営を確保する観点から必要であると判断した事項
に関すること。

（組織）
第３条 運営委員会の委員は、防府市高齢者保健福祉推進会議の委員とする。
（委員⾧）

第４条 運営委員会の委員⾧は、防府市高齢者保健福祉推進会議の会⾧とする。
２ 委員⾧に事故があるときは、あらかじめ委員⾧が指名する委員がその職務を代
理する。
（運営）

第５条 運営委員会は、委員⾧が招集する。
２ 運営委員会の議⾧は、委員⾧をもって充てる。
３ 委員⾧は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席または資料等の提
出を求めることができる。
（任期）

第６条 委員の任期は、防府市高齢者保健福祉推進会議の委員の任期とする。ただ
し、補欠の委員の任期は、前任者の残存期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。
（庶務）

第７条 運営委員会の庶務は、健康福祉部高齢福祉課において処理する。
（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営委員会に関し必要な事項は、健康福祉
部において定める。

附 則
この要綱は、平成１７年１１月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

（３） 防府市地域密着型サービス運営委員会設置要綱
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平成１７年１０月２０日制定

（目的）
第１条 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６
第１号ロ（2）の規定に基づき、防府市地域包括支援センター運営協議会（以下
「運営協議会」という。）を設置し、運営協議会の意見を踏まえて、地域包括支
援センター（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項に
規定する地域包括支援センターをいう。以下「センター」という。）の適切、公
正かつ中立な運営を確保することを目的とする。
（所掌事務）

第２条 運営協議会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。ただし、公募の手続き
により決定した委員は、次に掲げる事項のうち行政処分その他これに類する事項
に関する審議等を除いた事項とする。
(1) センターの設置等に関する事項の承認に関すること。
(2) センターの運営に関すること。
(3) センターの職員の確保に関すること。
(4) その他地域包括ケアに関すること。
（組織）

第３条 運営協議会の委員は、防府市高齢者保健福祉推進会議の委員とする。
（会⾧）

第４条 運営協議会の会⾧は、防府市高齢者保健福祉推進会議の会⾧とする。
２ 会⾧に事故があるときは、あらかじめ会⾧が指名する委員がその職務を代理す
る。
（運営）

第５条 運営協議会は、会⾧が招集する。
２ 運営協議会の議⾧は、会⾧をもって充てる。
３ 会⾧は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席又は資料等の提出を
求めることができる。
（任期）

第６条 委員の任期は、防府市高齢者保健福祉推進会議の委員の任期とする。ただ
し、補欠の委員の任期は、前任者の残存期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。
（庶務）

第７条 運営協議会の庶務は、健康福祉部高齢福祉課において処理する。
（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、会
⾧が定める。

附 則
この要綱は、平成１７年１１月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

（４） 防府市地域包括支援センター運営協議会設置要綱
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１４ 用語説明
あ行

用 語 説 明

ＩＡＤＬ

「Instrumental Activity of Daily Living」の略で、手段
的日常生活動作。掃除・洗濯・買物等の家事全般、金
銭管理、服薬管理、交通機関の利用等の生活行為を指
す言葉。

ＩＣＴ 「Information and Communication Technology」の略
で、情報・通信に関する技術の総称。

アセスメント 生活上の問題となっている原因や背景を明らかにする
ことで、生活全体の課題を導き出すこと。課題分析。

インフォーマルサービス

家族、近隣、友人、民生委員、ボランティア、民間の
サービス等、制度に基づかない援助。
フォーマルサービスは、介護保険サービス等、公的機
関や専門職による制度に基づいた援助。

エンディングノート
自身の終末期や死後に、家族が様々な判断や手続きを
進める際に必要な情報(思い)を伝えるために残しておく
ノート。

か行

用 語 説 明

介護支援専門員
（ケアマネジャー）

都道府県知事の行う「介護支援専門員実務研修試験」
に合格し、介護支援専門員証の交付を受けた者で、要
支援・要介護者からの相談や、心身の状況等に応じ適
切な介護サービスを受けられるよう、介護サービス提
供事業者等との連絡調整を行う。

規範的統合

市町村が進める地域包括ケアシステム構築のための基
本指針が住民、専門職、サービス提供主体により共有
され、いわゆる地域内の価値観や文化等の視点が共有
されること。

資料編
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用 語 説 明

協議体

市町村が中心となり、各地域のコーディネーターと生
活支援・介護予防サービスの提供主体等が参画し、定
期的な情報共有及び連携強化の場として中核となる会
議・ネットワーク。

ケアマネジメント

要介護者等の心身の状態や生活背景等を踏まえて介護
支援を行う専門技術。
要介護者等が地域で生活するためのニーズを充足する
ために、要介護者等と社会資源を最も適切な形で結び
付ける手続きのこと。

ＫＤＢシステム
（国保データベースシステ
ム）

「国保データベースシステム」の略。国民健康保険団
体連合会が各種業務を通じて管理する、「健診」・
「医療」・「介護」の給付情報から、統計情報や個人
の健康に関するデータを作成し、保険者の効率的かつ
効果的な保健事業の実施をサポートすることを目的と
して構築されたシステム。

軽度認知障害（ＭＣＩ）

MCIは「Mild Cognitive Impairment」の略で、認知症
と健常な状態の「中間のような状態」を指す。認知機
能のレベルは年相応よりも低下しているが、日常生活
は正常に送ることができる状態。MCIの人が必ず認知症
になるわけではなく、MCIのレベルのまま留まる場合や、
年相応の正常レベルに回復する場合もある。

元気アップくらぶ 高齢者が心身の良好な状態を維持することを目的に介
護事業所などが主体となり、地域で開催する通いの場。

健康寿命

ＷＨＯ（世界保健機関）が平成１２年（2000年）に提
唱した指標で、日常的に介護を要しないで自分で生活
していける生存期間をいう。
本計画では、健康寿命の延伸を最終成果とし、KDBシ
ステムから抽出した令和４年度の平均自立期間（要介
護２以上）のデータを評価指標の現状値とする。ここ
での平均自立期間とは、日常生活動作が自立している
期間の平均をいう。

権利擁護
悪質な訪問販売等による消費者被害の防止や、成年後
見人制度の活用、高齢者虐待の予防・早期発見等の支
援・情報提供を行い、高齢者の権利を守ること。

第１０次防府市高齢者保健福祉計画
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さ行

用 語 説 明

事業対象者

介護予防・生活支援サービス事業の対象者。基本
チェックリストを実施し、定められた基準に該当すれ
ば、要介護等認定を受けなくてもサービスの利用が可
能。

疾病分類別統計

社会保険表章用疾病分類表による疾病の分類。大分類
は２０分類あり、主なものとして、循環器系の疾患、
消化器系の疾患、筋骨格系及び結合組織の疾患、内分
泌・栄養及び代謝疾患等がある。
大分類の中には更に中分類として１２１分類がある。

社会福祉法人

社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法の
定めるところにより設立された法人をいい、社会福祉
事業及び公益事業を行うに当たっては、日常生活又は
社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は
低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供すること
が求められている。

若年性認知症
６５歳未満で発症する認知症をいう。
高齢で発症する認知症と比べると、症状に気付きにく
く、受診が遅れる傾向にある。

主任介護支援専門員
介護支援専門員に対するスーパーバイズ、地域包括ケ
アシステムを実現するために必要な情報の収集・発信、
事業所や職種間の調整といった役割を担う者。

受給率 要介護等認定者に占めるサービス利用者の割合

資料編

用 語 説 明

高齢化率 総人口に占める６５歳以上人口の割合

コミュニティ・ソーシャ
ル・ワーカー（ＣＳＷ）

地域に出向き、地域住民や専門職と協働し、地域での
生活課題の発見や制度だけでは解決できない課題等へ
の対応を行う専門職。
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用 語 説 明

自立支援コーディネーター

本市独自に、高齢者の自立支援のために地域包括支援
センターへ配置し、生活支援コーディネーターやケア
マネジャーと協働し、高齢者の社会参加など自立支援
の推進を行う人。

生活支援コーディネーター

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推
進していくことを目的とし、地域において、生活支
援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコー
ディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の
機能）を果たす役割を持つ者。

生活習慣病
がん、心臓病、脳卒中、糖尿病、高血圧等、その発
症・進行に遺伝的な体質のほかに、食生活、運動、休
養、喫煙、飲酒等の生活習慣が関与する症患群。

成年後見制度

認知症、知的障害、精神障害等により、判断力が不十
分となった場合、本人に代わって財産管理や福祉サー
ビスの契約などの法律行為を行う後見人等を家庭裁判
所が選任する制度。

セルフマネジメント
自己管理能力のこと。目標や夢を叶えるために自分自
身を律するための能力。自分の感情をコントロールし、
モチベーションを保つ力などが含まれる。

た行

用 語 説 明

第１号被保険者１人あたり
の給付月額

介護サービスの給付総額を第１号被保険者（６５歳以
上の被保険者）数で割った額。

団塊の世代 第一次ベビーブームとなった戦後復興期の１９４７年
から１９４９年頃に生まれた世代。

地域ケア会議
高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会
基盤の整備とを同時に進めていく、地域包括ケアシス
テムの実現に向けての手法。

地域共生社会

制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側と支えられ
る側」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な
主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が
世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民
一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創って
いく社会。
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用 語 説 明

地域支援事業

要介護・要支援状態となることを予防するとともに、
要介護等状態となった場合にも、可能な限り地域にお
いて自立した日常生活を営むことができるように支援
するため、２００６年度（平成１８年度）に創設され
た市町村を実施主体とするサービス。事業には全市町
村が行う必須事業（介護予防事業・包括的支援事業）
と、各市町村の判断により行う任意事業がある。

地域包括ケアシステム

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域
で暮らし続けられるように、「医療・介護・介護予
防・生活支援・住まい」の５つのサービスを一体的に
受けられる支援体制。

地域包括支援センター
介護保険法に定められ各市町村に設置された、地域住
民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介護予防マ
ネジメントなどを総合的に行う機関。

地域包括ケア
「見える化」システム

都道府県・市町村における計画策定・実行を支えるた
めに、介護サービス見込量等の将来推計支援等の機能
をインターネット上で提供する厚生労働省のシステム。

チームオレンジ

認知症診断後の早期の支援として、市町村がコーディ
ネーターを配置し、地域において把握した認知症の方
の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と認知症サ
ポーターを中心とした支援者をつなぐ仕組み。

特定健康診査

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、医療
保険者が４０歳から７４歳の被保険者等を対象に実施
するもので、生活習慣病の前段階であるメタボリック
シンドロームの状態にある人や予備群の人に対しては、
生活改善のための指導を行うことを目的に行う健康診
査。

資料編
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用 語 説 明

認知症

いろいろな原因で脳の細胞が死んでいたり、働きが悪
くなったりしたために、日常生活に支障がでている状
態を指す。病名ではなく、状態（症状）を指す言い方。
認知症といわれる状態の背景には、その原因となる何
らかの脳の病気がある。

認知症カフェ
認知症の人の日常生活支援や家族支援の取組として、
認知症の人、家族、地域住民、専門職等誰もが参加で
きる集いの場のこと。

認知症ケアパス

認知症と疑われる症状が発症した場合に、いつ、どこ
で、どのような支援を受ければよいかを理解できるよ
うに、状態に応じた適切な医療や介護サービスなどの
提供の流れを示したもの。

認知症サポーター
（ステップアップ講座）

認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知
症の人やその家族に対して、できる範囲で手助けをす
る応援者のことをいい、「認知症サポーター養成講
座」を受講することで誰でもなれる。
ステップアップ講座は、認知症サポーターとなった方
が、実際に地域での支援活動につながることを目的と
して開催する講座。

認知症疾患医療センター

都道府県や政令指定都市が指定する専門医療機関で、
認知症の鑑別診断や専門医療相談等を実施し、地域の
保健医療、介護関係者等との連携の推進などを行い、
認知症の人が地域で安心して生活できるよう地域にお
ける支援体制を構築する機関。
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用 語 説 明

認知症初期集中支援
チーム

家族の訴えなどにより、認知症が疑われる人や認知症
の人及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援
などの初期の支援を包括的、集中的に行い自立生活の
サポートを行う専門職のチーム。

認知症地域支援推進員

認知症の医療や介護における専門的な知識及び経験を
有し、医療機関や介護サービス及び地域の支援機関を
つなぐコーディネーター。医療と介護の連携強化や、
地域における支援体制の構築を図る役割を担う。

認定率 第１号被保険者に占める要介護・要支援認定者の割合。

資料編

用 語 説 明

はあとふるねっと会議

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう
に医療・福祉・行政・地域の各関係機関が集まり、具
体的なネットワークの検討など地域包括ケアシステム
構築に向けて協議を行う場として、２０１０年（平成
２２年）より開催している会議。

バリアフリー
道や床の段差解消や、階段のかわりにゆるやかな坂道
をつくるなど、障害者や高齢者の生活に不便な障害を
取り除こうという考え方。

ＰＤＣＡサイクル
事業管理を円滑に進める手法。
計画、実行、評価、改善のサイクルによって、業務を
改善する。

ふれあい・いきいき
サロン

地域での孤立、閉じこもりの防止や健康・生きがいづ
くりを目的に、ごく身近な生活圏を拠点として、高齢
者等の参加者とボランティア等が自由な発想で企画し、
住民が主体となって運営していく「仲間づくり」、
「出会いの場づくり」を図る活動。

は行
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用 語 説 明

フレイル

「Frailty」の日本語訳として日本老年医学会が提唱し
た用語。健康な状態と要介護状態の「中間の状態」で、
身体機能や認知機能、口腔機能等の低下等、「多面
的」な要因が絡み合った状態を指す。「可逆的」な段
階であり、適切な治療や予防を行うことで健康な状態
に戻ることも可能。

ほうふ・てごネっと

地域包括支援センターやケアマネジャーから寄せられ
た高齢者の自立支援に資する困りごとについて地域住
民等による軽易な生活支援を行い、支え合いの体制を
整備するための防府市独自の手法。

第１０次防府市高齢者保健福祉計画

用 語 説 明

やまぐち元気アップ
体操

いつまでも元気に「ありたい」「なりたい」自分にな
れるよう、筋力・柔軟性・バランス能力などの心身機
能や活動能力の維持・向上を目的として県と県内リハ
ビリテーション専門職が考案した体操。専門職の指導
を受けＤＶＤを見ながら住民が地域で主体的に取り組
む介護予防として活用。

ＵＪＩターン

Ｕターン：出身地から地域外へ進学や就職のために出
た後、出身地に戻ること。

Ｊターン：出身地から地域外へ進学や就職のために出
た後、出身地の近隣地域に戻ること。

Ｉターン：出身地にかかわらず、住みたい地域を選択
し移り住むこと。

要介護認定者

身体上又は精神上の障害のために、日常生活における
基本的な動作の全部又は一部について、常時介護を要
する状態となり、市の認定審査会で認定を受けた人。
要介護の状態は、介護の必要の程度により軽度から順
に要介護１～５に区分される。

要支援認定者

身体上又は精神上の障害のために、日常生活を営むの
に支障がある状態となり、市の認定審査会で認定を受
けた人。要支援の状態は、支援の必要の程度により軽
度から順に要支援１・要支援２に区分される。要支援
の状態よりも重度化した人は要介護の状態となる。

や行
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ら行

用 語 説 明

リエイブルメント

「reablement（再自立。再び自分でできるようにする
こと）」は、日常生活に何らかの支障が生じた高齢者
が再び自立した在宅生活を取り戻すことをいう。高齢
者の能力の回復・改善・維持をはかる支援を行うこと
で、「リエイブルメント」を目指す。

老人憩の家

地域の高齢者の活動拠点として、また、レクリエー
ションや教養講座等により、心身の健康増進を図り、
地域において誇りと生きがいをもって生活できること
を目的とした施設。

老人クラブ

日常生活を健全で豊かなものにするために、同じ地域
に住む概ね６０歳以上の高齢者等で構成され、教養の
向上、健康の増進、社会奉仕活動、地域社会との交流
等の活動を自主的に行う組織。

資料編

用 語 説 明

我が事・丸ごと

制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側と支えられ
る側」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な
主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が
世代や分野を超えて「丸ごと」つながることを示す言
葉。

わ行

123


